第１号様式（第４条関係）
生産性向上計画に係る認定申請書
　　　年　　　月　　　日
　　　　　　　　　　　様
住　　　　所　〒
名称及び
代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　　　　
　高知県生産性向上計画認定実施要領第４条の規定に基づき、別紙の計画について認定を受けたいので申請します。
別　紙
生産性向上計画
１　名称等
	１
	事業者の氏名又は名称
	

	２
	代表者名（事業者が法人の場合）
	

	３
	資本金又は出資の額
	

	４
	常時使用する従業員の数
	

	５
	主たる業種
	


２　計画期間（５年）
　　　　　年　　月　～　　　　　年　　月
３　自社の事業概要
	※自社の事業の内容について、概要を記載すること。



４　自社の財務状況
	※売上高、営業利益率、労働生産性、自己資本比率その他の財務情報の数値を参考に分析し、改善すべき課題等について記載すること。



５　自社の生産性に関する課題や問題点
	


６　課題や問題点に対する対策
（１）対策の内容
	①事業戦略、経営計画と生産性向上計画との整合性
②具体的な取組内容



（２）実施体制とスケジュール
	①実施体制
②スケジュール



（３）生産性向上計画の実施による効果
	　例：製品Ａを製造するためにかかる作業時間を○○秒／個短縮可能。これにより、年間利益が△　　　△円（◇◇％）アップ。



（４）設備等の導入による労働生産性向上の目標
	
	現在
	１年後
	２年後
	３年後
	４年後
	５年後

	①　売上高
	
	
	
	
	
	

	②　製造原価
	
	
	
	
	
	

	③　販管費
	
	
	
	
	
	

	④　②及び③のうち

人件費
	
	
	
	
	
	

	⑤　②及び③のうち

減価償却費
	
	
	
	
	
	

	⑥　営業利益
	
	
	
	
	
	

	⑦　労働投入量※
	
	
	
	
	
	

	⑧　労働生産性

　　（④＋⑤＋⑥）÷⑦
	
	
	
	
	
	

	⑨　現在と比較した

　　労働生産性増加率
	
	
	
	
	
	


※労働投入量とは、従業員数、又は従業員数に一人当たりの年間就業時間を乗じたもの
（５）設備等の種類及び導入時期
　※設備投資も含めた生産性向上計画を作成する場合は、導入を予定している設備について下表に記載してください。設備投資を予定していない場合は記入不要です。
	
	設備名／型式
	導入時期
	設置場所

	１
	
	年　　月
	

	２
	
	年　　月
	

	３
	
	年　　月
	


	
	設備名
	単価
（千円）
	数量
	金額
（千円）

	１
	
	
	
	

	２
	
	
	
	

	３
	
	
	
	


（６）設備等導入に必要な資金の額及びその調達方法
	使途・用途
	資金調達方法
	金額（千円）

	
	
	

	
	
	

	
	
	


 生産性向上計画に係る認定申請書記載要領
　申請者は以下の記載要領に従って、生産性向上計画の必要事項を記載すること。
１　名称等
正確に記載すること。
「主たる事業」の欄には、日本標準産業分類の中分類を記載すること。
２　計画期間
基本的には、５年間として定めること。
３　自社の事業概要 
自社の事業の内容について、概要を記載すること。
４　自社の財務状況
自社の財務状況について、売上高、営業利益率、労働生産性、自己資本比率その他の財務情報の数値を参考に分析し、改善すべき課題等について記載すること。
５　自社の生産性に関する課題や問題点
　４で記載した自社の経営状況（現状）と、事業戦略あるいは経営計画に記載した目標を照合し、その目標を達成するために対策が必要な課題等について、定量的、かつ具体的に記載すること。
６　課題や問題点に対する対策
（１）対策の内容
①事業戦略、経営計画と生産性向上計画との整合性
自社の経営ビジョンを実現するために、生産性向上計画がなぜ必要なのか。また、どのように必要なのかについて具体的に記載すること。
　②具体的な取組内容
　　生産性向上計画に係る取組内容の概要やその効果について具体的に記載すること
（２）実施体制とスケジュール
　①実施体制
生産性向上計画を実施するにあたって、自社あるいは協力機関・企業の実施体制を体系的に記載すること。
　②スケジュール
　　生産性向上計画について、どういった項目をどのタイミングで実施するのか、明確に記載すること。
（３）生産性向上計画の実施による効果
　　生産性向上計画を実行することによって、どういったメリットに期待しているか、定量的に記載すること。
（４）設備等の導入による労働生産性向上の目標
現在から５年後までにおける労働生産性や労働生産性増加率等の必要事項について目標を記載すること。
労働生産性は、営業利益、人件費及び減価償却費の合計を、労働投入量（労働者数又は労働者数×一人当たり年間就業時間）で除したものを用いること。
（５）設備等の種類及び導入時期
①生産性向上計画に基づき取得する設備等について記載すること。
②「設置場所」の欄には、当該設備等が所在する（予定を含む）場所を市町村を含む住所だけでなく、工場等設備のどこに設置するかまでなるべく具体的に記載すること。
③「設備等の種類」の欄には、機械及び装置、器具及び備品、工具、建物附属設備並びにソフトウエアの減価償却資産の種類を記載すること。
④項目数が足りない場合は、列を追加すること。
（６）設備等導入に必要な資金の額及びその調達方法
① 設備等導入に当たって必要な資金の額及びその使途・用途を記載すること。
②「資金調達方法」の欄には、自己資金、融資、補助金その他の資金の調達方法を記載すること。
③項目数が足りない場合は、列を追加すること。
